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本研究では過疎化が進行した地方中小河川として山口・ 島根豪雨災害によって甚大な被害が

発生し た須佐川を対象と し て， 水害時避難支援計画策定を目的と し た地域分析を行った． 具体

的には， 避難時の安全性の観点から避難場所および避難経路の安全性を評価すると と もに， 避

難行動要支援者支援を考慮した防災行政情報の発令タ イミ ングについて検討し た． その結果，

急激に浸水が広がる過疎地域においては， 公的な避難支援には限界があり ， 近隣住民の協力に

よる避難支援が必要であることを明らかにし た． また， 当該地区の雨量および河川水位情報だ

けで避難の判断を行う ことは難し く ， 近隣地区等の情報を有効に活用する必要性を示した．  
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１． はじめに 

 

近年，死者が発生するような甚大な豪雨災害が多発し

ており，大雨の頻度はさらに増加すると予測されている
1)．また，地方中小河川流域においては，過疎化・高齢

化が進行していることから，災害に対する社会的脆弱性

も高まっていると考えられる． 
牛山ら2)は水害被災者に関する調査より，死者の大半

は屋外であることを示し，避難中の対策が必要と述べて

いる．近藤ら3)は豪雨災害の被害にあった山間地域でア

ンケート調査を行い，避難開始時刻や避難行動要支援者

支援等，過疎・高齢化が進行した地域に特化した対策を

講じる重要性を示している．人口減少・高齢社会および

気候変動に鑑みれば，豪雨災害に対する人的被害軽減は

喫緊の課題であるといえる． 
以上の認識の下，本研究では過疎化が進行した地方中

小河川として山口・島根豪雨災害によって甚大な被害が

発生した須佐川を対象として，水害時避難支援計画策定

を目的とした地域分析を行う．具体的には，避難時の安

全性の観点から避難場所および避難経路の安全性を評価

するとともに，避難行動要支援者支援を考慮した防災行

政情報の発令タイミングについて検討する．  
 

２． 対象地区と災害の概要 

 
(1) 萩市須佐地区の概要 
須佐地区は山口県北部に位置し，三方を山に囲まれた

小規模集落である．平成22年国勢調査4)より人口は2465
人，高齢化率は39%と高く，後期高齢者率は23%と非常

に高い．また，高齢者独居世帯が185世帯と全世帯の約2
割を占める．当地区は図-1に示すように，集落の中央を

須佐川が貫流しており，家屋は水害時に垂直避難が不可

能な木造平屋建てが多い．萩市指定の指定避難所は須佐

緑地等管理センター，須佐漁村センター，須佐総合事務

所，須佐公民館・須佐文化センター（以下，須佐公民

館），須佐中学校の5つである．避難所は右岸側にしか

ないことがわかる． 
 
(2) 2013年山口・島根豪雨災害の概要 
当時は中国地方を中心にあたたかく湿った空気が流れ

込み，雨雲が急速に発達したため，山口と島根の両県で

非常に激しい雨が降った．特に須佐では積乱雲発生の条

件となる，大気条件が極めて不安定であったこと，大気

下層に渦が発生しやすかったこと，という2つの条件を

有していたため，高度15kmの積乱雲が発生した．この

時の須佐地区での雨量と河川水位を図-2に示す．須佐総



 

 

合事務所は10:40に避難判断水位を超えたことを確認し，

11:00に避難勧告を発令した．避難準備情報は発令され

ていない．表-1に示すように，萩市地域防災計画5)では，

避難勧告の発令基準に雨量基準も設けられているが，実

際には河川水位のみで判断されていた． 
被害は萩市で死者・行方不明者3人，床上・床下浸水

が954棟と多くの被害が発生している．著者ら6)の調査よ

り，避難者のうち約4割が避難勧告発令を受けて避難し

ていた．また，避難者のうち約6割が浸水深40cm以上の

状況の中で避難をしており，危険な行為であったことが

わかる．このことからも安全な避難経路の選定が必要で

あるといえる． 

３．氾濫解析を用いた避難所・経路の安全性 

 
(1) 最短避難経路 
 まず，避難経路の基準として，各戸から避難所までの

最短経路をウォーシャル・フロイド法7)を用いて算出し

た．アルゴリズムは以下の通りである．ここで，Lijは

ノードij間の距離を表し，単位はmである．nはノードの

総数であり，各戸，避難所，交差点に設けている． 
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最短避難経路の算出結果を図-3に示す．最も利用され

る避難所は須佐公民館であり，353戸である．また，左

岸側の住民は避難のために川を渡らなければならない． 
 
(2) 氾濫解析と結果の概要 
水害の進展過程について，大槻ら8)は被災地踏査，ヒ

アリング調査，測量を行い，被災状況の再現解析を行っ

ている．氾濫解析にはMIKE by DHIを用い，MIKE 
FLOODモジュールを用いて，流出・一次元洪水流解析

と二次元氾濫解析をカップリングして同時解析を行って

いる．これらにより，降雨に対する氾濫の状況を時空間

的に表現している．避難勧告発令時刻である11時の解析

結果を図-4に示す.この時点で浸水深1mを超える場所も

存在し，避難するには非常に危険な時間帯である． 
 
(3) 浸水深を考慮した避難所・経路の課題 
 道路ネットワークのリンクに氾濫解析によって得られ

 
図-1 須佐地区 

 

図-2 河川水位と雨量（7月28日） 

表-1 避難判断基準5) 

 

避難準備情報 避難勧告 避難指示
1時間雨量 30mm/hr以上 50mm/hr以上 100mm/hr以上

累積雨量
連続100mm以上

を超えたとき
連続100mm以上を超えたとき 連続150mmを超えたとき

河川水位 氾濫注意水位
氾濫注意水位，また水位上昇が見込まれる
避難判断水位，また水位上昇が見込まれる

氾濫危険水位を超えたとき
また，避難判断水位であっても
急速に水位上昇が見込まれるとき

その他 河川堤防が決壊



 

 

る浸水深の情報を与えることにより，避難経路の浸水深

を求める．ここでは自動車での移動を考慮した浸水深

20cmとおおむね膝下程度から浸水深40cmを設定した．

11時の浸水深を用いた道路の利用可能性評価の10時30分
と11時の結果を図-5，6に示す．両図では，浸水深が

40cmを超える経路は表現していない．これらより，最

短経路問題において最も多くの利用者が想定される須佐

公民館周辺では10時30分から40cm以上の浸水が見られ，

11時には完全に孤立していることがわかる．つまり，避

難勧告発令時には主要な避難所がその機能を果たしてい

ないということである．また，市立須佐歴史民俗資料館

（以下，資料館）周辺と右岸側の河口付近においては10
時30分より浸水深40cmを超えており，早期避難が必要

である． 
 

４．最少危険度避難経路の導出 

 
(1) 避難経路の最小危険度問題 
実際の避難行動および最短経路問題と氾濫解析の結果

より，浸水した状況下において避難しなければならない

状況が想定されることが明らかになった．このため，こ

こでは浸水深20cmを通行可否の閾値とし，その上で浸

水深を重みとして最短経路問題を解くことする．具体的

には第3章(1)の手順(1)のLijを式(1)によりwLijに置き換え

る．Dijは氾濫解析より得られたノードij間の浸水深を意

味する．また，豪雨時に川を渡ることは危険であること

より，川を渡るリンクにおいて浸水深は無限大としてい

る．ウェイトαは，個人の運動能力や流速等を想定して

いるが，ここでは10としている． 

)1(ijijij LDwL ×=α  

また，左岸側に公的施設，かつ，RC造2階建て以上の

建物という条件から資料館と市立育英小学校の2つを避

難所として加え，計7つの避難所で避難経路を導出する． 
 
(2) 最少危険度避難経路と避難困難家屋 
避難勧告が発令された11時と10時30分における最小危

険度避難経路を図-7，8に示す．これより，避難勧告発

令の30分前からほとんどの家屋が避難経路を失っている

ことがわかる．図-9は図-8に示した最少危険度避難経路

を利用して，避難困難となった家屋に着色を行った図で

 
図-3 最短避難経路 

 

図-4 氾濫状況（11時）8) 

 

図-5 道路の利用可能性評価（10時30分） 

 
図-6 道路の利用可能性評価（11時） 



 

 

ある．これより，11時では全720戸のうち，川を渡るこ

とから11戸，避難経路の浸水により550戸が避難困難と

なった．これらのうち226戸が垂直避難不可能な平屋で

ある． 
氾濫解析の10分毎の結果を用いて避難困難家屋数の推

移を図-10に示す．10時から浸水により避難困難となる

家屋が6戸発生している．また，10時10分から10時20分
までの10分間で避難困難家屋が305戸増加していること

が分かった．このことから避難のタイミングが約10分間

遅れることで，多くの住民が避難困難となることを示し

ている．これらの情報より，早期浸水と平屋との関係が

わかり，行政が有する避難行動要支援者名簿を合わせる

ことにより，避難行動要支援者支援の順番を決定するこ

とができる．また，すさ苑周辺は左岸側に避難所を追加

しても川を渡る必要性から避難困難となっている．福祉

施設は避難行動要支援者が多数利用する施設であること

から，水害リスクを考慮した場合には不適切な立地であ

るといえる．現地での利用を継続するのであれば，早期

の避難が必要であることがわかる．  
 
 

５． 避難支援の検討 

 
(1) 公的避難支援の検討 
須佐地区は後期高齢者率が23％であり，さらに高齢者

独居世帯が多いことより，避難に支援を要する人が多数

存在することが想定される．ここではまず，行政による

避難支援を考える．具体的には，最も遠い家屋に避難行

動要支援者が居住していると想定し，須佐総合事務所か

ら避難支援に向かう場合を考える．このときの経路を図

-11に示す．また，福祉関係事業所のデイサービスで送

迎を行っている方へのヒアリング調査より，家庭到着か

ら乗車完了までに約10分の時間を要することがわかった．

これより，移動時間を考慮すると，一人の支援のために

約15分の時間が必要となる． 
避難行動要支援者の特定ができないため，ここでは要

介護認定者率より，避難行動要支援者数を仮定する．つ

まり，要介護認定者を避難行動要支援者とみなすという

ことである．山口県における要介護認定者数は73,347人
（平成22年）9)であり，県総人口の約5%である．した

がって，須佐地区の人口にあてはめると，避難行動要支

援者は124人となる．須佐総合事務所が所有する乗用車
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図-7 最小危険度避難経路（10時30分） 

 

図-8 最小危険度避難経路（11時） 

 

図-10 各時刻の避難困難家屋数 

 
図-9 避難困難家屋（11時） 



 

 

は12台5)であることから，車1台で約10人を支援すること

となる． 1人あたりの乗車時間が10分であるとすると，

避難支援のために必要な時間は乗車時間だけで約100分
となる．浸水による避難困難家屋が10:00から発生する

ことから，乗車時間だけを考慮しても8時20分より前に

は避難支援を開始しなければならないことになる．8時
台ではほとんど雨が降っていないことより，河川水位お

よび当該地区降水量をもとに公的支援のみによる避難行

動要支援者支援を行うことは現実的でないことがわかる． 
 
(2) 避難支援の優先度 
避難行動要支援者率が一様分布だと仮定すると，居住

地区は図-12のメッシュ内の数字になる．同図には浸水

深20cmを超える時刻と平屋を示している．これより，

垂直避難が家屋の構造および身体的特徴より困難な人の

分布が把握でき，避難行動要支援者支援の優先順位の決

定に活用することができる．具体的には右岸河口付近に

は8名の避難行動要支援者がいるメッシュが存在し，か

つ，10時には浸水深が20cmを超えている．このためこ

のメッシュの避難支援を優先的に行う必要性が高いと考

えられる．  
 
(3) 共助を考慮した避難支援の検討 
当該地区の情報だけで避難を基に公的支援のみでの避

難行動要支援者支援が困難であることより，ここでは共

助として近隣住民による支援を活用し，隣接地区の防災

気象情報の活用を検討する． 
まず，10時には避難困難家屋が存在すること，乗車時

間として10分必要であることより，避難行動要支援者の

避難開始のトリガー情報となる避難準備情報は9時40分
までに発令されなければならないことがわかる．この時，

10分雨量2.5mm，累積雨量16mm，河川水位2.02T.P.mと

なり，避難準備情報発令基準として用いることは現実的

ではないであろう．しかし，図-13および表-2に示すよ

うに，隣接する萩市むつみ地区は9時26分に記録的短時

間大雨情報が発表されており，それより前に避難勧告が

発令されている．図-10に示すように，急激に，避難不

可能な家屋が多数発生するような状況が生まれる地形の

地区においては，隣接する地区や市町村の情報活用が必

要だと考えられる．例えば，隣接地区で避難勧告が発令

されたならば，少なくとも避難準備情報を発令する仕組

みができれば，避難行動要支援者支援は可能となる． 
 

６．おわりに 

 
本研究では氾濫解析と最短避難経路問題を組み合わせる

ことにより，戸別の浸水危険度だけでなく避難経路の利

用可能性を考慮した戸別の水害危険度を表現した．さら

に，これに避難行動要支援者分布や家屋属性を考慮する

ことにより，避難行動要支援者支援の優先度決定の考え

方が表現できることを示した．また，急激に浸水が広が

る過疎地域においては，公的な避難支援には限界があり，

近隣住民の協力による避難支援が必要であることを明ら

かにした．また，当該地区の雨量および河川水位情報だ

けで避難の判断を行うことは難しく，近隣地区等の情報

 

図-11 避難行動要支援者の最長避難経路 

 

図-12 避難行動要支援者と早期浸水時刻 

 

図-13 隣接市区町村 



 

 

を有効に活用する必要性を示した． 
 一方，本研究では浸水進に対するウェイトを一例とし

て示したが，実際には流速や個人の運動能力に依存する

ものである．このため，ウェイトの決定方法については

実験等により検討することが必要であり，今後の課題と

する． 
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表-2 隣接市区町村における防災気象情報発表と避難勧告発令時刻

 

市区町村
大雨警報

（浸水害）
大雨警報

（土砂災害警報）
洪水警報

土砂災害
警戒情報

記録的短時間
大雨情報

避難勧告

萩市須佐地区
萩市田万川地区
萩市むつみ地区 9:26 7:55
阿武郡阿武町 8:20 9:54 11:50
山口市 4:48 6:20 8:54 10:00
鹿足津和野町 6:55 9:55 6:50
益田市 10:38             - 11:48

11:007:17

4:20 6:30

4:48 6:36
10:24

4:48

4:20
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